予算要求資料
平成29年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業振興費
	事業名　中山間農業研究所中津川支所移転事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　農政部　農政課　農業研究推進係　電話番号：058-272-1111（内2804）

　　　　　　　　E-mail：c11411@pref.gifu.lg.jp 
１　事業費　　  883,666千円（前年度予算額：560,400千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県債
	一　般

財　源

	前年度
	560,400
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	560,400

	要求額
	883,666
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	883,666

	2月2日時点
査定額
	883,666
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	883,666

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・中山間農業研究所中津川支所（以下「中津川支所」という）を含む地域が、中央新幹線の中部車両基地の用地に選定されたことに伴い、中津川支所は同市福岡地内へ移転することが決定した。
・県は、ＪＲ東海との間で中津川支所の移転およびＪＲ東海が負担する移転補償の方法について取り決めた覚書（以下「覚書」という）を平成２７年５月に締結し、同年９月下旬に土地造成工事を着工した。

・今後、建物建築工事など移転事業を可能な限り速やかに実施し、覚書に示した平成３０年３月３１日までに移転を完了する必要がある。
（２）事業内容
　中山間農業研究所中津川支所の移転
　　　・予定地：中津川市福岡田之尻地内（県「東濃桧園」未利用地）
・内　容：土地造成附帯工事、建物建築工事、ハウス建築工事、土壌調査
（３）県負担・補助率の考え方

　　　・県10/10（県公用施設の移転であるため）
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	12
	式典費

	旅費
	391
	現地調査、打ち合わせ

	需用費
	1,322
	工事執行に必要な消耗品、燃料費

	役務費
	1,282
	切手、電話代、ネットワーク引込等

	委託料
	83,138
	建物施工管理費、ハウス設計施工管理費、土壌分析調査費等

	使用料及び賃借料
	175
	ＥＴＣ使用料

	工事請負費
	792,897
	建物建築工事費、造成附帯工事費、ハウス建築工事費等

	備品購入費
	3,806
	移設できない研究備品の新規購入

	負担金
	643
	水道工事分担金

	合計
	883,666
	


※事務棟内装木質化工事費(4,617千円)及び土壌分析調査委託料(36,170千円)はＪＲ東海移転補償対象外。
	　２月２日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）後年度の財政負担
　　　中津川支所機能移転後に、旧施設を解体撤去する。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　車両基地の工事が早期に着工されるよう、中山間農業研究所中津川支所の移転を着実に推進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	土地造成工事着工
	0
（H26）
	0
（H26）
	2
（H27）
	2
（H27）
	2
（H27）
	100％


	土地造成工事完了
	0
（H26）
	0
（H26）
	2
（H28）
	2
（H28）
	2
（H28）
	100％


	機能移転工事完了
	0
（H26）
	0
（H26）
	0
（H28）
	0
（H28）
	1
（H29）
	0％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（１）土地造成工事
県有地「東濃桧採種園」の未利用地にて、事務棟区域、ほ場区域に分けて土地造成工事を完了
（２）建物建築設計会議
　　　建物の実施設計のための打ち合わせ会議を実施

　　　６回　述べ５８人
（３）クリ園移転工事
移転後の速やかな研究実施のため、クリ苗木を移植


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　　土地造成工事を完了するとともに、建物建築のための実施設計を行い、支所移転事業を計画どおり進めることができた。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	県の新ブランド農産物くり（ぽろたん）の栽培技術の確立、環境負荷を軽減するナス・トマトの少量培地耕システムなど数多くの成果をあげており、地元農業者からも地域の農業振興に不可欠であり東濃地域に残してほしいという要望が寄せられている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　支所移転事業が計画どおり進んでいるため、移転先での研究業務を速やかに開始できる目途がたっている。


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	必要最低限の予算で取り組むこととしている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
各種法令等に沿った協議、調整



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　中津川支所は地域の農業振興に必要不可欠な機関であることから、車両基地工事着工前に移転できるように、速やかに事業を進める。



